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2025 年 1 月 1 日からグローバル・ミ

ニマム課税に関する緊急法令を制定 

 

 
※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 グローバル・ミニマム課税に関する緊急法令 

2024 年 12 月 26 日、タイ政府はグローバル・ミニマム課税に関する緊

急法令を正式に制定し、王室官報に掲載しました。この法令は、OECD

のグローバル・ミニマム課税の枠組み（Pillar II Global Minimum Tax 

Framework）に沿ったもので、多国籍企業（Multinational Enterprise：以

下「MNE」）に対して 15％のグローバル・ミニマム課税を導入するも

のです。本緊急法令は 2025 年 1 月 1 日から施行されています。 

 

対象となる MNE 

本緊急法令は、過去 4 事業年度のうち少なくとも 2 つの事業年度の連結

グループ売上高が 7 億 5,000 万ユーロ以上の多国籍企業グループに適用

されます。 

 

実効税率（ETR） 

実効税率（Effective Tax Rate：以下「ETR」）は、特定の条件や要件を満

たす場合を除き、全ての構成事業体（Constituent Entity：CE）について

各法域ごとに計算されます。ETR がグローバルな最低基準である 15％を

下回る場合、各法域における納税債務が最低基準である 15％に一致す

るようトップアップ課税が適用されることになります。 

 

トップアップ課税のメカニズム 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-alert-pillar-two-en.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


本緊急法令は、OECD モデルルールに従い、以下の 3 つの主要な課税ル

ールを定めています。 

適格国内ミニマム課税（Qualified Domestic Minimum Top-up Tax：以下

「QDMTT」）は、タイにおける ETR が最低基準値の 15％を下回る場

合、タイ国内の全ての構成会社にトップアップ税金を支払うことを義

務付けています。 

 

所得合算ルール（Income Inclusion Rule：以下「IIR」）は、タイの最終

親会社（Ultimate Parent Entity：UPE）、中間親会社（Intermediate Parent 

Entity）、又は被部分保有親会社（Partially Owned Parent Entity）に対し

て、実効税率が 15％未満である低税率法域として特定された 1 つ又は

複数の法域に子会社等を直接又は間接的に所有している場合、トップ

アップ税金を支払うことを義務付けています。 

 

軽課税所得ルール（Undertaxed Profits Rule：以下「UTPR」）は、外国

の低税率の法域において、これらの国・地域においてQDMTT又は IIRに

よりトップアップ税金の全てが支払われていない場合、タイの全ての

構成会社にトップアップ税金が配賦され納付することを義務付けてい

ます。 

QDMTT と UTPR では、トップアップ税金は GloBE 所得に基づき全てのタ

イの構成会社に比例配分されます。一定の条件に従い、タイの構成会

社は、それらの中から特定のタイの構成会社を指名し、タイの歳入庁

に対する納税義務を負わせることに書面で合意することができます。

ただし、全てのタイの構成会社は未納となっているトップアップ税金

について共同で責任を負うことになります。 

IIR では、タイの最終親会社、中間親会社、又は被部分保有親会社がト

ップアップ税金の納税義務を負うことになります。 

 

コンプライアンスの義務 

本緊急法令は、一定の免除規定を満たさない限り、3 種類の現地申告規

定を定めています。  

対象会社に関する通知：全ての構成会社が歳入庁への通知に関して、

タイにおける 1 つの構成会社を指定した場合には通知の免除が適用され

ます。この通知には、最終親会社の詳細な情報を含め、GloBE 情報申告

書の提出に責任を負う構成会社の特定が含まれます。 

Globe 情報申告書（GloBE Information Return ：GIR）：タイの構成会社

は、対象事業年度においてタイと有効な適格税務当局協定を締結して

いる法域において指定構成会社又は最終親会社が本情報申告書を既に

提出している場合には、タイにおける情報申告書の提出は免除されま

す。 



トップアップ課税申告書：及びトップアップ税金の納付（適用がある

場合）。 

 

申告期限 

上記 3 種類の申告書等は最終親会社の会計年度終了後 15 カ月以内に歳

入庁に提出する必要があります。最初の会計年度については、3 カ月の

提出延長が適用され、提出期限は 18 カ月に延長されています。結論と

して、対象となる多国籍企業グループで 2025 年 12 月 31 日に会計年度

が終了する場合には、最初の提出期限は 2027 年 6 月 30 日になります。 

 

附帯税等 

税務調査等において、過少申告であった場合には不足税額の 100％、及

び無申告の場合には不足税額の 200％のペナルティが課されます。ただ

し、議会承認を経た歳入庁長官の定める基準に基づき、これらのペナ

ルティが免除又は軽減される可能性があります。 

また、未納付税額に対して毎月 1.5％の割合で不足税額の 100％まで課

徴金が課されます。歳入庁長官がトップアップ税金の納付期日の延長

を認め、当該延長された期日までに納付した場合には、課徴金は毎月

0.75％に減額されます。 

 

Deloitte’s observation 

現段階では、緊急法令にはセーフハーバールール、選択適用、組織再

編があった場合の特例、及びコンプライアンスの具体的な手続など詳

細が規定されていません。このため、歳入庁が、OECD の定める基準に

沿った詳細な法令を提案することが予測されます。また、申告及び納

税は全て電子上で実施されることが考えられます。 

今後、グローバル・ミニマム課税に関する本緊急法令に焦点が当たる

ことが予想され、効果的かつ効率的に対応するため早期に影響や準備

に対する理解を深めることが鍵になります。以下の点が望まれます。 

• グループ全体の影響評価、及びリスク領域の特定。 

• グループ内で（タイ又は外国の税務当局への支払を問わず）トップ

アップ税金を支払う可能性のある事業体の特定、及びキャッシュフ

ローと機能への影響分析。 

• 株主への配当支払額への影響評価。 

• 各法域等の税務当局の対応状況及び異なるシナリオへの分析

（QDMTT の導入状況及び税制優遇措置の見直し等） 



• グループの現在の会計システムが、グローバル・ミニマム課税に対

応した情報を生成することが出来るか否かの確認。 

• トップアップ課税が生じるかどうかを問わず、全てのコンプライア

ンス義務への対応準備 

最初の提出期限は 2025 年度会計年度末から 18 カ月であるものの、グロ

ーバル・ミニマム課税の影響の全容を把握することが極めて重要で

す。  

いわゆる Pillar2課税はタイの税制に大きな変革をもたらすものであり、

企業は新たな制度環境の中での義務を認識し、潜在的なリスクと機会

を戦略的に管理しながら、課題及び機会に対処し、迅速に行動するこ

とが求められています。 
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